
トヨタ自動車は平均賃金の引上げ額は明ら
かにしていないものの、労組の｢最高水準｣の
賃上げ要求には満額回答で応じました。これ

●トヨタと日産で明暗！ 

は5年連続です。一方、日産自動車は月1万8,

000円の要求に対し、1万6,500円の回答

に。要求は昨年妥結額と同じ過去最高水準も、

満額回答は得られませんでした。 

2025年春闘！ 賃上げ、物価上昇に追い付かず？ 
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●今年も高水準の回答相次ぐ 

 2025年の春闘は、3月12日に大手企業が

賃上げ要求に答える集中回答日を迎えました。

物価高や人手不足を背景に、定期昇給を含む賃

上げ率が33年ぶりの5％台となった昨年に続

いて、高水準の回答が相次ぎました。今後の中

小企業の賃上げ動向が注目されています。 

今年の春闘の焦点は 
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＜賃上げ環境、実際の賃上げ見通し及び交渉結果の推移＞ 一般財団法人 労務行政研究所（2025年2月5日） 
年
度 

経 済･経 営 環 境 
実質経済
成長率 

消費者物
価上昇率 

経常利益
前期比 

有効 
求人倍率 

賃上げ交渉の特徴 
賃上げ結果  

見通し  結果  

19 
好循環がさらに進展、景気回

復が見込まれる 
▲0.8％ 0.5％ ▲14.9％ 1.55倍 

賃上げ率は前年を下回り、一時金

も減少傾向 

6,820円 

（2.15％） 

6,790円 

（2.18％） 

20 
海外経済リスク等で景気減速

への不安感増す 
▲3.9％ ▲0.2％ ▲12.0％ 1.10倍 

賃上げ率は2年連続で低下 

一時金も減少 

6,495円 

（2.05％） 

6,286円 

（2.00％） 

21 
コロナ禍で景気悪化、回復の

足取りは鈍い
3.0％ 0.1％ 33.5％ 1.16倍 

賃上げ率は8年ぶりに2％を下回

る。一時金も大幅減 

5,524円 

（1.73％） 

5,854円 

（1.86％） 

22 
コロナ禍等不透明要因はある

が回復傾向
1.4％ 3.2％ 13.5％ 1.31倍 

賃上げ率は再び2％台に。 

一時金は前年を上回る 

6,277円 

（2.00％） 

6,898円 

（2.20％） 

23 
物価高騰のリスクはあるが、

景気は回復傾向 
0.7％ 3.0％ 12.1％ 1.29倍 

賃上げ率は約30年ぶりの高水準

一時金も増加傾向 

8,590円 

（2.75％） 

11,245円 

（3.60％） 

24 
物価動向等の不確実性はある

が、回復傾向 

0.4％ 

見込み 

2.5％ 

見込み 

賃上げ率は1991年以来の5％

台。一時金も増加傾向 

11,399円 

（3.66％） 

17,415円 

（5.33％） 

25 
民需主導の経済成長が進展、

景気回復が続く 

1.2％ 

見通し 

2.0％ 

見通し 

定昇込みで4.6％と予測、24年実

績より下回るも高水準を維持 

15,057円 

（4.60％） 
集計未了 

大手は高水準の回答相次ぐ！ 

大企業と中小の格差拡大 

中小の賃上げは二極分化！ 

 ＜大企業賃上げ事情あれこれ＞ 資料:日本経済新聞 

 満 額 回 答 

日立製作所 ベア1万7,000円、賃上げ6.2％ 

トヨタ自動車 賃上げ原資は過去最高水準 

N E C ベア1万7,000円、賃上げ6.5％ 

マツダ 賃上げ額1万8,000円 

早 期 妥 結 で 満 額 回 答 

デンソー 賃上げ額2万3,500円、賃上げ6％超 

アイシン 同1万8,000円、同5.6％ 

イオンリテール パート時給7.07％、正社員5.34％ 

      組 合 要 求 超 え 

三菱ケミカル ベア1万8,415円、賃上げ7％ 

王将ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ 賃上げ額3万139円、賃上げ8.19％ 

      三菱電機 ベア1万5,000円、賃上げ6.42％ 

東 芝 同1万4,000円、同5.6％ 

O K I 同1万5,000円、同6.3％ 

日産自動車 賃上げ額1万6,500円、賃上げ4.5％ 

     組 合 要 求 下 回 る 

ホンダ ベア1万5,000円、賃上げ3.8％ 

物価上昇 
賃上げ 

ベアはベア相当の賃金改善含む、 は引上げ額過去最高 
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 昨年、賃金改定した企業が「最も重視した
要素｣(厚労省調べ)は「企業業績」が最多で
あったものの、依然、減少傾向が続いていま
す。一方で、｢世間相場｣「雇用の維持」が上
昇しているのが目立ちます 

●賃金改定で重視するのは 

中小企業の賃上げ動向 

●中小の理由は「先行き不安」！ 

（資料：厚生労働省） 

●85％の中小が賃上げを予定！ 

 ＜賃金改定にあたり最も重視した要素＞ 
決定要素 2024年 2023年 

企業業績 35.2％ 36.0％ 

世間相場 7.6％ 6.7％ 

雇用の維持 12.8％ 11.6％ 

労働力の確保・定着 14.3％ 16.1％ 

物価の動向 7.8％ 7.9％ 

労使関係の安定 1.8％ 1.2％ 

 東京商工リサーチの調査によると2025年
度に中小企業の84.6％が賃上げを予定してい
ることが分かりました。大企業の92.8％が実
施すると回答しており、格差が明確に。 

 賃上げを実施すると回答した企業に、理由
を聞いたところ、最も多かったのが「従業員
の離職防止｣78.0％で、「物価高への対応｣が
71.7％で続いています。 

＜賃上げする理由は？＞ 回答社数4,303社 

 企業規模別にみると大企業は「新規採用を
円滑にするため」が72.1％と多く、中小企業
の48.3％を大きく上回っています。 
 「従業員の離職防止」を理由にあげた企業
を産業別にみると、2024年問題などでドラ
イバー不足が深刻な運輸業は87.2％と突出。 

新規採用を円滑にするため 50.17％ 

従業員の離職防止 78.06％ 

物価高への対応 71.74％ 

業績向上分の還元 33.34％ 

業績見通しの好転 7.62％ 

業界団体の要請 2.39％ 

労働組合の要請 4.11％ 

補助金・税制優遇の拡充 4.62％ 

その他 3.20％ 

 賃上げしない企業の理由は、｢原材料価格･
電気代･燃料費が高騰」が49.5％で最多。企
業規模別にみると、「受注の先行き不安」は

●実質賃金はマイナスに！ 

 昨年、今年と春闘では高水準の妥結が相次ぎ
ましたが、物価上昇に賃上げが追いつかず、足
元の実質賃金はマイナスとなってます。 

（資料：厚生労働省） 

世間相場 
も上昇 

企業業績は 
さらに減少！ 

雇用の維持、労働力の 
確保･定着を重視へ！ 

バブル期過ぎて 
世間相場が減少！ 

＜賃金改定にあたり最も重視した要素の推移＞ 

●従業員の離職防止が78％超！ 

＜連合の目標6％はハードル高い＞  
 連合は2025年の春闘方針で賃上げ率を全体
で｢5％以上｣、中小は｢6％以上｣と掲げている
が、東京商工リサーチの調査では｢6％以上｣と
回答する中小企業は9.1％にしかすぎない。 

＜2025年1月実質賃金はマイナス＞ 
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  中小企業（社員10人～300人未満）の年齢別賃金（役付者含む） 2024年度調査：東京都産業労働局 

年齢区分 

男  性 女  性 
平均所定内  

賃 金 
(2024.7) 

指数 
年間給与 
支給額 

(2023年) 
指数 

平均所定内  
賃 金 

(2024.7) 
指数 

年間給与 
支給額 

(2023年) 
指数 

22～24歳 236千円 100 3,248千円 100 224千円 100 3,143千円 100 

25～29歳 265千円 112 4,157千円 128 251千円 112 3,667千円 117 

30～34歳 307千円 130 4,760千円 147 271千円 121 4,138千円 132 

35～39歳 338千円 143 5,303千円 163 285千円 127 4,175千円 133 

40～44歳 367千円 156 5,878千円 181 309千円 138 4,494千円 143 

45～49歳 384千円 163 5,942千円 183 315千円 141 4,787千円 152 

50～54歳 412千円 174 6,326千円 195 328千円 146 5,097千円 162 

55～59歳 446千円 189 6,828千円 210 331千円 148 5,034千円 160 

60～64歳 393千円 166 5,983千円 184 312千円 139 4,524千円 144 

＊出典：東京都産業労働局「中小企業の賃金・退職金事情」（2024年版） 指数は22～24歳の賃金を100として算出 

65～69歳 343千円 145 4,855千円 149 280千円 125 3,614千円 115 

70歳以上 287千円 122 3,973千円 122 290千円 130 3,870千円 123 

 ＊出典：東京都産業労働局「中小企業の賃金・退職金事情」 
（2024年版） 

●中小の統計データと比較 

自社の賃金水準チェック 

●知っておきたい新卒初任給相場 
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産業別・大卒者初任給（東京都） 

区 分 初任給 前年増減 

調査産業計 229,507円 3.4% 

建 設 業 248,161円 4.0% 

製 造 業 226,477円 5.6% 

情報通信業 227,062円 ▲1.7% 

運輸・郵便業 236,007円 9.5% 

卸売・小売業 221,487円 1.0% 

金融・保険業 238,711円 0.3% 

不動産・物品賃貸業 229,823円 ▲5.7％ 

宿泊・飲食ｻｰﾋﾞｽ業 239,233円 8.6% 

教育・学習支援業 205,773円 0.6% 

医療・福祉 246,853円 8.3% 

その他サービス業 224,155円 5.2% 

 若手人材確保のため初任給水準もチェック。
前年比は情報通信業の▲1.7％、不動産･物品
賃貸業の▲5.7％以外は上昇。運輸･郵便業が
9.5％増、宿泊･飲食サービス業が8.6％増、医
療･福祉が8.3％増と大きな伸びに。職種別で
は大学卒は｢技術系｣が最も高く、高校卒、高
専･短大卒、専門学校卒は｢生産系｣が最も高い｡ 

 中小企業のデータとしては、東京都の「中小
企業の賃金事情」が参考になります。 
 2024年7月の所定時間内賃金は、男女とも
に55～59歳（男性446千円、女性は331千
円）がピークとなっています。 
 一方、所定時間内賃金の上昇率は22～24歳
を100とすると、男性はピーク時で189、女
性が148と、男性に比べて緩やかな上昇に。 
 従来は「60歳以上｣でまとめられていた表示
が、社員の高齢化を受けて細分化しています。 

●｢従業員退職型倒産｣過去最多！ 

中小企業が45.6％で、大企業の17.3％を大
きく上回りました。｢増員を優先」が大企業は
26.0％に対し、中小企業は9.8％でした。 

 人手不足が深刻化する中、従業員を自社に
繋ぎとめられず経営破綻するケースが急増し
ています。帝国データバンクによると、202
4年の人手不足倒産342件のうち、従業員や
経営幹部の退職が直接･間接原因の倒産は87
件で、前年67件から20件(約3割)増加したほ
か、集計可能な2013年以降で最多を更新。 

原材料価格･電気代･燃料費が高騰 49.57％ 

コスト増加分を十分に価格転嫁できず 48.44％ 

増員を優先 10..33％ 

受注の先行きに不安 44.75％ 

設備投資を優先する 8.35％ 

既往債務の返済に影響を与える 15.72％ 

過剰債務で賃上げ原資がない 9.91％ 

2024年度の賃上げが負担に 14.30％ 

金利引き上げが予想されるため 18.55％ 

その他 11.33％ 

＜賃上げしない理由は？＞ 回答社数706社 

●中小賃上げに「政策を総動員｣？ 

＜賃上げ対応が二極化＞  賃上げ要求が強
くても収益力が乏しく「無い袖は振れない」中
小企業も多く、賃上げ対応は二極化。転職市場
を通じて高給で優良人材を囲う動きがある中、
働き手不足を背景に人材流動性が高まり、待遇
改善に不満で社員が退職するなど、｢賃上げ難
倒産」のリスクが中小企業を中心に高まる。 

 石破首相は12日、経済界や労働団体の代表
者と意見交換する政労使会議で「中小企業の
賃上げに政策を動員する」と発言。大企業と
中小の格差是正が課題となる中、労務費の価
格転嫁や生産性向上への支援を強め、中小企
業が賃上げしやすい環境を整えるとのこと。 



2025年の労働法関連の改正－準備をお忘れなく！ 
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 ４月1日から“希望者全員に65歳までの雇用機会

の確保”が義務付けられました。65歳までの継続雇

用制度、定年廃止や65歳定年制のいずれか選択が必

要で、すでに全国の事業主99％で対応済みとか。 

 既に70歳までの就業確保の“努力義務”が法制化

されており、いずれはこれも義務化されるといわれ

ています。 

 男女区別なく、仕事と育児や介護を両立できるよ

う、さまざまな改正が実施されます。 

 改正は全事業主が対象。就業規則の見直しや実際の

実施体制の整備、社内での周知など必要な措置をは

かっておく必要があります。 

●育児・介護休業法の改正⇒対象：全事業主 

 自己都合で退職者すると失業手当受給まで2ヵ月

の待期期間がありますが、４月１日以降は、離職期間

中または離職前１年以内に、自分から“教育訓練給

付金の対象となる教育訓練等を受けた場合”は、待機

期間がなくなります。 

 10月からは「教育訓練休暇給付金」制度がスター

ト。無給の休暇を取得し研修を受ける労働者（5年以

上雇用保険への加入者）に、失業手当相当の給

付金が最大150日分支給される仕組みです。  

●教育訓練給付制度の見直し 

⼦の看護等 
休暇の拡充 

 
 

対象者 

・⼦の年齢は⼩学校３年⽣ま
で引上げ（現⾏未就学児) 
・継続雇⽤期間6ヵ⽉未満でも
取得対象に拡充（現⾏不可） 

取得 
事由 

病気、ケガに加え、感染症で
の学級閉鎖や⼊学式、卒園式
も対象に。 

残業免除の 
対象者拡充 対象者 ⼩学校⼊学前の⼦を養育する

労働者に拡充（現⾏3歳未満） 
介護休暇の 
対象者拡充 

継続雇⽤期間6ヵ⽉未満でも取得可能
に（現⾏不可） 

介護離職防⽌
のための 

環境整備義務 

介護休業・介護両⽴⽀援制度につき、
４つのうちいずれかの措置を講じるこ
とが義務化。 
①研修の実施、②相談窓⼝の設置 
③社内での利⽤事例の収集と提供 
④社内での利⽤促進⽅針の周知 

介護離職防⽌
のための     

意向確認等 
の義務  

 
 
 

・①制度内容、②利⽤時の申出先（⼈
事部など）､③介護休業給付⾦について 
介護に直⾯した旨の申し出をした労働
者への周知を義務化。 
・介護に直⾯していないその他の労働
者向けにも、早い段階（40歳前後⼀年
間）で情報提供することが義務化。 

テレワーク導 
⼊の努⼒義務 

「３歳未満の⼦がいる労働者」、「要
介護状態の家族を介護する労働者」が
選択できるようテレワーク制度を設け
ることが努⼒義務に。 

2025年４月スタートの改正ポイント 

2025年10月スタートの改正ポイント 

3歳から⼩学校
就学前の⼦の 
育児期の働き
⽅の柔軟化 

措置の義務化 
 
 
 
 

２つ以上
の制度整
備義務 

①始業時間等の変更、 
②テレワーク(⽉10⽇以上) 
③短時間勤務 
④新たな休暇(年１０⽇以
上)の付与 
⑤保育施設の設置運営 
のうち、2つ以上の制度を準
備することが義務化。 
 従業員は２制度のうち１
つを選択可能。 

対象者へ
の 

説明義務 

⼦どもが３歳になるまでに､
①制度内容、②申出先（⼈
事部など）、③残業免除や
深夜勤務の制限について、
周知することが義務化｡ 

妊娠出産後の 
働き⽅への 
配慮義務 

意向聴取
義務 

①妊娠の申出があったとき
と②⼦が3歳になるまでの適
切な時期に、勤務時間帯、
勤務地、業務量など、仕事
と育児の両⽴について、 
労働者への個別の意向聴
取・配慮が義務化。 

●70歳までの雇用確保もいずれは義務に？ 

●育児中の生活費保障がさらに充実 

◆育児休業給付の給付率引上げ（４月～） 

 子の出生後、夫婦二人※が一定期間内に14

日以上の育児休業の取得で、最大28日間は休

業前賃金の13％相当が給付され、育児休業給付金と

あわせて、休業前賃金の手取りで100％がカバーさ

れます（※専業主婦家庭、ひとり親家庭も対象）。 

◆育児時短就業給付の創設（4月～） 

 時短勤務中の収入減をカバーするため、子が2歳に

なるまで時短勤務中の賃金の10％が支給されます。 

◆70歳までの雇用確保の方法とは？ 
 ①定年引上げ ②定年廃止  
 ③70歳までの継続雇用制度導入 
 ④70歳までの業務委託契約を締結する制度 
 ⑤70歳まで社会貢献事業に従事できる制度 
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２０２５年３月１３日
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日経平均株価 金利・為替・株価推移表
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